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2019年3⽉期第3四半期 実績︓実績の概況

2
※左上の⽐率は対売上⽐

■売上⾼
売上⾼は、良好な受注環境を背景に、システム開発事業及びシステムサービス事業が順調に推移したことから
前年同期⽐+29億円(+6.8％)の460億円となりました。

■営業利益・経常利益・四半期純利益
営業利益、経常利益及び四半期純利益は、増収による利益の増加や利益率の改善により、いずれも増益と
なりました。

(単位︓百万円)

2019年3⽉期

実績 実績 前期⽐ 増減率(%) 通期予想
(2018/10/31公表)

43,143 46,079 2,936 6.8% 61,300

(20.0%) (21.1%) (1.1%) (21.1%)

8,612 9,719 1,107 12.9% 12,950
(6.8%) (7.3%) (0.5%) (7.4%)

2,924 3,376 451 15.5% 4,510
(13.2%) (13.8%) (0.6%) (13.8%)

5,687 6,343 655 11.5% 8,440

5,867 6,414 547 9.3% 8,510

5,778 6,409 631 10.9% 8,508

(8.9%) (9.1%) (0.2%) (9.2%)

3,835 4,201 366 9.5% 5,670

2019年3⽉期3Q

営業利益

経常利益
税⾦等調整前
四半期純利益

親会社株主に帰属する
四半期純利益

売上⾼

売上総利益

販売費及び
⼀般管理費

2018年3⽉期3Q
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2019年3⽉期第3四半期 実績︓セグメント別売上⾼・売上総利益

3

(単位︓百万円)■売上⾼ ■売上総利益 (単位︓百万円)

■売上⾼
売上⾼は、システムプロダクト事業で微減となりましたが、システム開発事業及びシステムサービス事業で増収と
なった結果、前年同期⽐+29億円(+6.8％)の460億円となりました。

■売上総利益
売上総利益は、増収に伴う利益の増加や利益率の改善により、前年同期⽐+11億円(+12.9％)の97億円
となりました。

 システム開発事業 : ⾦融業、サービス業、運輸業、電気・ガス業からの受注が伸び、増収・増益
 システムサービス事業 : ⼦会社のサービス事業の受注増加、及びジャパンジョブポスティングサービスの連結等により、増収・増益
 システムプロダクト事業 : システム開発に付随して納⼊する製品の販売が減少し、売上⾼は微減となりましたが、セキュリティ製品等

の⾃社製品の順調な販売等により利益率が向上した結果、増益

43,143

+1,896

+1,074 △32 △2 46,079

2018年3⽉期
3Q

2019年3⽉期
3Q

システム開発

システムサービス

システムプロダクト

+2,936

不動産賃貸

8,612 

+794

+240 +37 +34 9,719

2018年3⽉期
3Q

2019年3⽉期
3Q

+1,107

システム開発

システムサービス

システムプロダクト 不動産賃貸
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2019年3⽉期第3四半期 実績︓セグメント別売上⾼・売上総利益
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(単位︓百万円)

■売上⾼ 2018年3⽉期3Q

※左上の⽐率は売上に対する構成⽐ 実績 実績 前期⽐ 増減率(%)

(99.3%) (99.4%)
42,860 45,799 2,938 6.9%

(78.9%) (78.0%)
34,058 35,954 1,896 5.6%

(　－　) (0.9%)
－ 406 406 －

(16.1%) (17.4%)
6,937 8,012 1,074 15.5%

(4.7%) (6.5%)
2,020 3,002 982 48.6%

(4.3%) (4.0%)
1,865 1,832 △32  △1.8%

(0.7%) (0.6%)
282 279 △2  △1.0%

43,143 46,079 2,936 6.8%
(9.0%) (11.4%)

3,885 5,242 1,356 34.9%

■売上総利益 2018年3⽉期3Q

※左上の⽐率は売上総利益率 実績 実績 前期⽐ 増減率(%)

(19.9%) (20.9%) (1.1%)
8,512 9,584 1,072 12.6%

(19.8%) (20.9%) (1.2%)
6,731 7,526 794 11.8%

(　－　) (25.7%) (　－　)
－ 104 104 －

(18.7%) (19.2%) (0.5%)
1,295 1,535 240 18.6%

(7.6%) (14.6%) (7.0%)
152 437 284 186.0%

(26.0%) (28.5%) (2.5%)
485 522 37 7.8%

(35.5%) (48.2%) (12.7%)
100 134 34 34.5%

(20.0%) (21.1%) (1.1%)
8,612 9,719 1,107 12.9%

(16.4%) (20.3%) (3.9%)
638 1,064 426 66.9%

2019年3⽉期3Q

合　計

2019年3⽉期3Q

システムソリューションサービス事業

　システム開発事業

　システムサービス事業

　システムプロダクト事業 ＊

　うちサービス型IT ＊

　うち新技術関連 ＊

合　計

うち中期経営計画「新コア事業」(上記＊)

　うちサービス型IT　*

不動産賃貸事業

システムソリューションサービス事業

　システム開発事業

　システムサービス事業

　うち新技術関連　*

うち中期経営計画「新コア事業」(上記＊)

　システムプロダクト事業　*

不動産賃貸事業
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2019年3⽉期第3四半期 実績︓業種別売上⾼※

■売上⾼
売上⾼は、公共団体において⼤型案件の収束による減収があったものの、⾦融業での受注が良好に推移した
ことに加え、サービス業、製造業、運輸業、電気・ガス業での受注が⼤幅に増加した結果、前年同期⽐
+29億円(+7.2％)の439億円となりました。

※システム開発事業およびシステムサービス事業の売上⾼合計

40,995

+471

+1,434

+857

+570 △703 +596 △256
43,967 

2018年3
⽉期3Q

2019年3
⽉期3Q

サービス

製造

電気・ガス公共団体 その他
業種

+2,971

(単位︓百万円)

運輸

⾦融
37.8％

⾦融業
36.3％

16.3％

サービス業
18.4％

11.9％

製造業
13.0％

9.4％

通信業
8.5％

6.7％

運輸業
7.6％

5.5％

商業
4.7％

8.2％

公共団体
6.0％

2018年3⽉期
3Q

2019年3⽉期
3Q

⾦融業 サービス業 製造業 通信業 運輸業
商業 公共団体 建設業 電気・ガス業 その他
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※システム開発事業およびシステムサービス事業の売上⾼合計

2019年3⽉期第3四半期 実績︓業種別売上⾼※

(単位︓百万円)

実績 構成⽐(%) 実績 構成⽐(%) 前期⽐ 増減率(％)

⾦融業 15,492 37.8% 15,964 36.3% 471 3.0%
サービス業 6,658 16.3% 8,093 18.4% 1,434 21.5%
製造業 4,855 11.9% 5,712 13.0% 857 17.7%
通信業 3,862 9.4% 3,755 8.5% △107 △2.8%
運輸業 2,761 6.7% 3,332 7.6% 570 20.7%
商業 2,272 5.5% 2,052 4.7% △220 △9.7%
公共団体 3,366 8.2% 2,663 6.0% △703 △20.9%
建設業 906 2.2% 910 2.1% 4 0.5%
電気・ガス業 575 1.4% 1,172 2.7% 596 103.8%
その他 243 0.6% 310 0.7% 66 27.5%

合計 40,995 100.0% 43,967 100.0% 2,971 7.2%

2018年3⽉期3Q 2019年3⽉期3Q
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2019年3⽉期第3四半期 実績︓業種別売上⾼ (⾦融業)※

■売上⾼(⾦融業)
売上⾼は、⼤⼿銀⾏の減収を、⽣保･損保、その他銀⾏等、証券会社でカバーし、前年同期⽐+4億円
(+3.0％)の159億円となりました。
 ⼤ ⼿ 銀 ⾏ ︓RPAや海外系案件等で受注増があったものの、⼤型案件の収束により、減収
 その他銀⾏等︓新規案件の受注や既存案件の拡充により、増収
 ⽣保 ・ 損保 ︓⼤型案件の受注継続や既存顧客からの新領域獲得等により、増収

※システム開発事業およびシステムサービス事業の売上⾼合計

41.0％

⼤⼿銀⾏
35.1％

11.6％

13.3％

31.9％

⽣保・損保
35.7％

5.5％

証券会社
6.6％

6.5％

カード
6.1％

3.5％

その他
3.2％

2018年3⽉期
3Q

2019年3⽉期
3Q

その他
銀⾏等15,492 △733

+335

+757
+191 △42 △36 15,964

2018年3⽉期
3Q

2019年3⽉期
3Q

⼤⼿銀⾏ その他銀⾏等

⽣保・損保

証券会社
カード その他

+471

(単位︓百万円)
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2019年3⽉期第3四半期 実績︓業種別売上⾼ (⾦融業)※

※システム開発事業およびシステムサービス事業の売上⾼合計

(単位︓百万円)

実績 構成⽐(%) 実績 構成⽐(%) 前期⽐ 増減率(％)

⼤⼿銀⾏
6,344 41.0% 5,611 35.1% △733  △11.6%

その他
銀⾏等 1,794 11.6% 2,130 13.3% 335 18.7%

⽣保・損保
4,945 31.9% 5,703 35.7% 757 15.3%

証券会社
855 5.5% 1,046 6.6% 191 22.3%

カード
1,012 6.5% 969 6.1% △42  △4.2%

その他
540 3.5% 504 3.2% △ 36  △6.7%

合計
15,492 100.0% 15,964 100.0% 471 3.0%

2018年3⽉期3Q 2019年3⽉期3Q
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受注⾼・売上⾼・受注残⾼ 推移※

9

※システム開発事業およびシステムサービス事業の合計

(単位︓百万円)
受注⾼ 前年同期⽐(%) 売上⾼ 前年同期⽐(%) 受注残⾼ 前年同期⽐(%)

第１四半期 14,678 ー 13,522 7.2% 12,439 ー
第２四半期 13,743 ー 13,676 6.4% 12,506 ー

上期 28,421 ー 27,198 6.8% 12,506 ー
第3四半期 11,966 ー 13,796 4.8% 10,675 ー
第4四半期 15,659 ー 13,917 1.8% 12,418 ー

通期 56,047 ー 54,912 5.0% 12,418 10.1%
第１四半期 15,676 6.8% 14,346 6.1% 13,748 10.5%
第２四半期 15,127 10.1% 14,699 7.5% 14,176 13.4%

上期 30,803 8.4% 29,045 6.8% 14,176 13.4%
第3四半期 13,023 8.8% 14,921 8.2% 12,278 15.0%

2018年3⽉期

2019年3⽉期
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参考資料 1︓業績等の推移

※1 左上の⽐率は対売上⾼⽐
※2 記念配当⾦を除く。2015年3⽉期は45周年記念配当⾦として45円の配当を実施。(記念配当⾦込の配当性向は108.3％)
※3  2018/10/31公表の修正予想値

(単位︓百万円)

実績 前期⽐ 増減率(％) 予想 前期⽐ 増減率(％)

売上⾼ 40,285 42,990 51,585 55,234 58,080 2,845 5.2% 61,300 3,219 5.5%

(21.4%) (21.4%) (21.2%) (20.8%) (20.5%) (21.1%)
8,630 9,213 10,911 11,472 11,907 435 3.8% 12,950 1,042 8.8%

(9.4%) (9.5%) (8.8%) (7.8%) (6.9%) (7.4%)
3,781 4,069 4,532 4,298 3,989 △309  △7.2% 4,510 520 13.1%

(12.0%) (12.0%) (12.4%) (13.0%) (13.6%) (13.8%)
4,848 5,144 6,378 7,173 7,918 745 10.4% 8,440 521 6.6%

経常利益 5,076 5,326 6,456 7,300 8,119 819 11.2% 8,510 390 4.8%

(7.9%) (6.9%) (6.0%) (8.2%) (9.2%) (9.2%)
3,165 2,973 3,110 4,543 5,368 825 18.2% 5,670 301 5.6%

⼀株当たり当期純利益
（円）

76.19 72.04 70.98 105.81 126.76 20.95 19.8% 135.80 9.04 7.1%

⼀株当たり配当⾦
（円）

32 33 37 44 52 ー ー 57 ー ー

配当性向 42.0% 45.8% 52.1% 41.6% 41.0% ー ー ー ー ー

⾃⼰資本 42,714 42,229 40,999 43,374 45,368 1,993 4.6%

⾃⼰資本⽐率 88.4% 84.8% 85.1% 85.2% 83.9%  △1.3% ー

⾃⼰資本利益率
(ROE)

7.5% 6.9% 7.5% 10.8% 12.1% 1.3% ー

2018年3⽉期 2019年3⽉期

売上総利益

販売費及び
⼀般管理費

営業利益

2016年3⽉期 2017年3⽉期

親会社株主に帰属する
当期純利益

2014年3⽉期 2015年3⽉期

※2

※2

※3
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参考資料 2︓中期経営計画の概要 (2019/3期〜2021/3期)

【外部環境の変化】
新技術(AI、IoT)の進展

攻めのIT投資が加速

新技術対応⼒強化

【基本戦略】
1. 新規事業・新技術領域の拡⼤
2. システム開発における新技術対応⼒向上
3. ⼈と組織⼒のさらなる強化

売上⾼
665億円

営業利益率
13％以上

ROE
11％以上

(百万円)

(2021年3⽉期)

2018/3
実績

2019/3
当初計画

2020/3
修正計画

2021/3
修正計画 当初計画⽐

売上⾼ 58,080 60,000 64,500 66,500 3,500

新コア事業売上⾼ 5,595 6,600 8,000 11,000 1,000

営業利益 7,918 8,100 9,000 9,300 800

営業利益率(%) 13.6 13.5 14.0 14.0 0.5

経常利益 8,119 8,200 9,100 9,400 800

当期純利益 5,368 5,500 5,700 6,200 500

(ご参考)2019/3
通期予想

61,300

6,600

8,440
13.8

8,510

5,670(※2)

※1  新コア事業とは、新技術関連のシステム開発、システムサービス、システムプロダクトに係る事業をいいます。
※2 50周年⾏事費⽤として、特別損失50千万円を計上予定。

⾜下の業績及び今後の受注環境等を踏まえ、連結計数⽬標を上⽅修正しました。

新コア事業 売上⾼
110億円

(※1)
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参考資料 2︓中期経営計画の概要 (2019/3期〜2021/3期)

55億円

110億円

2018年3⽉期 2021年3⽉期

580億円

665億円

新コア事業の施策効果 +23 １．システムサービスの強化

+10 ２．新規事業・新技術領域等での
新たな成⻑機会の追求

+5 ３．システムプロダクトの強化

+17 ４．システム開発の新技術対応⼒向上

 先端技術推進本部を設置、積極的にリソースを投⼊
 ベンチャー企業の発掘、協業等により新ビジネスモデルを展開

 グループ販売体制の強化・効率化、クロスセルの推進
 他社との技術連携による新たなプロダクトの開発

 コンサルティング⼒の向上と、提案⼒の強化
 営業部が各事業部と横断的に連携し、RPA等を切り⼝に新規開拓
 プロジェクトマネジメント・リーダー育成のスピードアップと全体底上げ

+55億円

 ヘルスケアIT 遠隔健康⽀援サービス「CAReNA」の機能拡充

 教育IT ⼤⼿学習塾等との連携によるeポートフォリオシステム
「まなBOX」の展開

 ヒューマン
リソースIT

NMシステムズ、ジャパンジョブポスティングサービス間
でのシナジー効果の発現
〜10/1付で両社を合併（現社名︓㈱ステラス）

(連結売上⾼)

新 コ ア 事 業

既 存 事 業

※ 新コア事業とは、新技術関連のシステム開発、システムサービス、システムプロダクトに係る事業をいいます。

(※)
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参考資料 3︓新技術・新ビジネス分野に関する取り組み (2019/3期)

新技術分野
先端技術推進本部を新設(4⽉)

新技術領域で本格的な事業拡⼤を図ることを⽬的に、3つの関連部署を
統合し、新設

・AI、IoTなど先端技術の基礎研究の推進
・当社のシステム開発ノウハウと新技術知識を融合

⇒取引顧客・新規顧客における新技術の応⽤を推進

ベンチャーのパルスボッツ㈱と資本業務提携(9⽉)

パルスボッツ㈱が開発するAI機能搭載の対話型コミュニケーションエンジン
「IFRO」を活⽤した新サービス・システムを共同で開発することに関し、
資本業務提携契約を締結

〜 パルスボッツ㈱と共同でAIシステムの開発を進めることにより、開発の
スピードアップと効率化を図る

新ビジネス分野
鴻池運輸(株)と合弁会社を設⽴(7⽉)

 ⽬的
 KONOIKEグループ向けシステム開発の企画、設計、管理
 同グループのSEの先端技術の習得とスキルアップ
 IoT、ロボット技術などのIT関連サービスを開発し、同グループ既存顧客

および新規顧客へ導⼊

 合弁会社の概要
会社名︓コウノイケITソリューションズ㈱
資本⾦︓80百万円(鴻池運輸︓70％、NSD︓30％)

 事業スキーム
 鴻池運輸はIT戦略・企画、統制全般、予算管理を担当

グループ内のシステムの対応は合弁会社に委託
 NSDはPM・SEを合弁会社に派遣し、業務遂⾏とSE教育⽀援を⾏うと

ともに、合弁会社からシステム開発・保守を受託

設⽴年⽉⽇ 1945年5⽉30⽇

上場証券取引所 東京証券取引所 市場第⼀部

連結売上⾼
2017年３⽉期 2,583億円

2018年３⽉期 2,767億円

鴻池運輸㈱ 会社概要

1880年創業の総合物流会社。運輸事業のみならず、得意先の
⼯場内・構内で各種業務を請負う複合ソリューション事業に強み

パルスボッツ㈱ 会社概要

パルスボッツ㈱は、ロボット関連のコミュニケーションエンジンや
スマートスピーカーのVUI(会話型ユーザーインターフェース)で
開発実績を持つベンチャー企業
〜 ロボットのアプリケーション開発、ロボット向けのコミュニケーション

エンジンおよび対話コンテンツを提供
〜 ⾳声合成・認識、機械学習など、技術に特化した開発に強み
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参考資料 4︓最近の主なニュース (1/2)

公表⽇ カテゴリー 内容

2018/4/11 資本・業務提携
ABBYYジャパン(株)と認定パートナー契約を締結
• NSDは国内におけるABBYY製品の正規代理店
• AI-OCR分野におけるソリューションを共同で提供

2018/4/20 資本・業務提携

鴻池運輸(株)と合弁会社設⽴で基本合意
• システムの受託開発を⼿掛ける合弁会社を設⽴(7⽉)
• KONOIKEグループSEの先端技術習得とスキルアップ、同グループ既存顧客および新規顧客へのサービス

導⼊を⽬指す

2018/5/10 中期経営計画

中期経営計画(2018/4〜2021/3)を発表
• 最終年度の計数⽬標として売上⾼630億円
• 新技術関連事業を中⼼とした新コア事業の強化に注⼒
• 2020/3期には50周年記念配当を予定

2018/5/10 財務

⾃⼰株式の取得を決定
• 機動的な資本政策の遂⾏及び株主へのより⼀層の利益還元を図ることを⽬的に⾃⼰株式の取得を決定

※実施結果(6/25公表)
〜取得期間︓2018/5/11〜6/22、取得総数︓414千株、取得総額︓999百万円

2018/7/30 組織再編等

連結⼦会社間の合併、商号変更
• (株)NMシステムズと(株)ジャパンジョブポスティングサービスを合併し、(株)ステラスに商号を変更(10⽉)
• 経営の効率化を図るとともに、⼈材管理システムの事業領域においてさらなるシナジー効果を発揮させ、

業容拡⼤を図る
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参考資料 4︓最近の主なニュース (2/2)

公表⽇ カテゴリー 内容

2018/9/27 資本・業務提携
AIベンチャーのパルスボッツ(株)と資本業務提携契約を締結
• パルスボッツ(株)が開発するAI機能搭載の対話型コミュニケーションエンジン「IFRO」を活⽤し、

同社と共同でAIシステムの開発を進めることにより、開発のスピードアップと効率化を図る

2018/10/31 財務
業績予想の修正
• 第2四半期の実績及び第3四半期以降の受注動向などを勘案し、通期業績予想を上⽅修正

2018/10/31 財務
配当予想の修正
• 通期業績予想の上⽅修正に伴い、2018年5⽉10⽇公表の配当予想を54円から57円に修正

2018/10/31 財務

⾃⼰株式の取得を決定
• 機動的な資本政策の遂⾏及び株主へのより⼀層の利益還元を図ることを⽬的に⾃⼰株式の取得を決定

※実施結果(12/11公表)
〜取得期間︓2018/11/1〜12/10、取得総数︓211千株、取得総額︓499百万円

2019/1/30 中期経営計画 ⾜下の業績及び今後の受注環境等を踏まえ、中期経営計画(2018/4〜2021/3)の計数⽬標を上⽅修正

2019/1/30 財務
⾃⼰株式の取得を決定
• 機動的な資本政策の遂⾏及び株主へのより⼀層の利益還元を図ることを⽬的に⾃⼰株式の取得を決定

〜取得予定期間︓2019/1/31〜2/28、取得予定総数︓230千株(上限) 、取得総額︓500百万円(上限)
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[免責事項]
本資料は、当社及び当グループ会社の業績・事業戦略に関する情報の提供を⽬的としたものであり、当社及び当グループ会社の株式の購⼊
や売却を勧誘するものではありません。本レポートの内容には、将来の業績に関する意⾒や予測等の情報を掲載することがありますが、これらの
情報は、現時点の当社の判断に基づいて作成されております。よって、その実現･達成を約束するものではなく、また今後、予告なしに変更され
ることがあります。本レポート利⽤の結果⽣じたいかなる損害についても、当社は⼀切責任を負いません。また、本レポートの無断での複製、転
送等を⾏わないようにお願い致します。


